（サンプル）フランチャイズ契約書

　

株式会社○○○○（以下「甲」という。）と、株式会社○○○○（以下「乙」という。）とは、○○○○の経営に関し、次のとおりフランチャイズ契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（フランチャイズの指定）

甲は、乙に対し、甲の○○商品及びサービス（以下、「本件商品等」という。）を販売するにあたって甲の指定または確認した店舗（以下「本件契約店舗」という。）において、甲の商標・サービス表示その他の標章（以下「商標等」という。）を使用して営業することを許可する目的で、フランチャイジーとして指定する。

２　乙は、前項のフランチャイジーの指定を受け、乙自らが独立した営業主体として、乙の名義により、乙の計算で本件契約店舗の営業、管理、経営を行うものとする。

第２条（加盟金）

乙は、本契約に基づく加盟金として、１店舗につき○○○万円を、本契約締結後○日以内に、甲に対し支払うものとする。なお、加盟金はいかなる理由でも返還されないものとする。

　

第３条（ロイヤリティー）

乙は、甲に対し、本件契約店舗において販売されるすべての本件商品等の総売上高（消費税含む）の○○パーセントに相当する金額を、ロイヤリティーとして支払う。

２　乙は、前項のロイヤリティーを毎月月末において締め、翌月○○日までにこれを甲に対し支払うものとする。尚、振込に関する手数料があるときは、これを乙の負担とする。

　

第４条（品質の維持）

甲は、本件商品等の品質等について、甲所定のマニュアル基準に適合しているか否かを検査する目的で、本件契約店舗に随時立入り、または乙より所定の書式により随時報告を求めることができるものとする。　　

第５条（研修及び指導）

乙及び乙の指名する従業員は、本件契約店舗のオープン以前に、甲所定の研修を受け、甲より研修修了の認定を受けるものとする。

２　甲は、乙に対し、本件契約店舗の営業につき、次の指導を行う。

（1）本件商品等に関する指導

（2）人材開発・研修に関する指導

（3）販売促進に関する指導

（4）発注管理に関する指導

（5）その他上記に付帯関連する店舗運営全般に関する指導

３　前項の指導の詳細については、甲が別途定める○○マニュアルにおいて規定される

第６条（報告義務）

乙は、甲に対し、毎月末日迄に、甲が指定する書式により下記の書類を提出することにより経営に関する重要事項を報告しなければならない。

（1）月次損益計算書

（2）月次経営管理レポート

（3）その他甲所定の書面

第７条（商品等）

乙は、本件商品等の販売にあたっては、その価格設定において、甲の販売政策を尊重する。

２　乙は、本件契約店舗において、本件商品等以外の商品またはサービスを販売または提供する場合には、甲の事前の書面による承認を得なければならない。

３　乙が、甲より購入した本件商品等は、原則として甲に対し返品できないものとする。ただし、検収時に明らかに不良品と判明した場合であって、乙が甲に対し当該検収の時から○日以内に通知したときは、この限りでない。

第８条（支払）

甲は、乙に納入した本件商品等の代金を、毎月末に締め翌月○○日迄に、請求書の発送をもって乙に請求する。

２　乙は、前項の代金を、甲の請求に従い、支払うものとする。

第９条（遅延損害金）

乙は、本契約所定の金銭債務の支払期限を遅延したときは、甲に対し、支払遅延額につき１日当り年利○○パーセントの割合の遅延損害金を支払わなければならない。

第１０条（解除）

甲及び乙は、相手方が、本契約に定める義務を履行しない場合、相手方にその履行を催告し、当該不履行が催告後30日以内に是正されない場合、本契約を解除することができる。

２　乙が次のいずれかにでも該当したときは、甲はなんらの通知及び催告を要せず直ちに本契約を解除できるものとする。

（1）手形または小切手が不渡となったとき

（2）差押、仮差押または競売の申立があったとき

（3）租税滞納処分を受けたとき

（4）破産手続開始、会社整理開始、民事再生手続開始または会社更生手続開始の申立があったとき

（5）清算に入ったとき

（6）解散を決議し、または、解散したとき

（7）財産状態が悪化し、または信用状態に著しい変化が生じたとき

３　乙が、第１項または第２項各号のいずれかに該当した場合、乙は、当然に期限の利益を失い、甲に対して本契約に基づいて負担する一切の金銭債務を直ちに弁済するものとする。

第１１条　（契約の期間）

本契約の有効期間は、本契約締結の日から○年間とする。ただし、当該有効期間満了の１ヶ月前までに当事者のいずれからも書面による変更または解約の申し入れが無い場合は、本契約は同一条件にて○年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。

　

第１２条　（管轄裁判所）

本契約に関する紛争の管轄裁判所は甲の本店所在地を管轄する裁判所とする。

以上本契約成立の証として本書を2通作成し、各当事者記名押印の上、各１通を保有する。
平成○○年○○月○○日

（甲）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印

（乙）

住所○○○

株式会社○○○

代表取締役○○　○○　　　印






